















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































50）	武田前掲註1の 325頁〜 326頁は、ドイツの学説上、サルベージ条項は、組入段階では BGB305条2項2号、内容規制の問題とし
てはBGB307条1項2文に規定された、透明性の原則違反のゆえに効力を否定されると解されているとし、同340頁は、BGHの判
例も「結論的に、学説における支配的見解と一致しているものといえる。」とする。
51）	武田前掲註1の 90頁は、契約条項のテキストの文法構造と規範構造が必ずしも一致しないことを指摘している。サルベージ条項は、
そのテキストの文法構造如何にかかわらず、規範構造として、3つの構成部分に分析しうると考えられる。
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免除するような条項（B条項）を適用する。」との
条項部分（以下、この部分を「法律限度免責条項部
分」という。）が、透明性の原則に反するのではな
いかが問題とされるべきである 52）。
4　消契法10条によるサルベージ条項の規制
⑴　消契法10条前段要件とサルベージ条項
上記のとおり、「法律上許容される限りにおいて
全部免責とする。」とのサルベージ条項は、三つの
部分から成り立っていると考えられるが、そのうち
「事業者の責任を法律上許容される限度で免除する
ような条項（B条項）を適用する。」との法律限度
免責条項部分は、その内容が不透明であるという問
題点を有する。
透明性の原則は、前記のとおり、契約時に契約内
容を十分認識できる状態になかったにもかかわら
ず、その契約に拘束されるのでは契約自由の原則に
反すること、すなわち、契約条件を容易に認識しえ
ることが、自己決定による法律関係形成のための最
低限の基盤であることにその根拠が求められる。透
明性の原則は、明文規定を待つまでもなく、契約自
由の原則から導きうる一般的な法理であると言え
る 53）。
また、事業者は、消費者にとって「消費者契約の
内容が、その解釈について疑義が生じない明確なも
ので、かつ、消費者にとって平易な」条項を作成す
るよう配慮する努力義務を負っており（消契法3条
1項1号）54）、事業者はサルベージ条項を使用せず
に具体的に条項を作成するよう努めるべきであると
されている 55）。
透明性の原則は、契約自由の原則に由来する一般
的な法理であり、消契法3条1項1号によりその遵
守の努力が義務づけられていることからすると、こ
れから理由なく乖離することは否定的な評価に値す
ることから、透明性の原則は、消契法10条の前段
要件の「任意法規その他の一般的な法理」であると
言ってよい。
したがって、サルベージ条項のうち法律限度免責
条項部分は、透明性の原則に反するものとして、消
契法10条前段要件を満たす。
⑵　消契法10条の後段要件とサルベージ条項
契約条項は、消費者が自己の権利義務を確実に認
識し、見通すことができるよう、正確に、確定的に、
平易に、できるかぎり明瞭に記述されなければなら
ないところ、「法律で許容される範囲内において」
という趣旨の文言が付記された法律限度免責条項部
分は、消費者に対し当該条項から生じる権利義務に
ついて不十分な情報しか与えておらず 56）、このよ
うな契約条項の不透明性は、消費者の実質的な自己
決定を伴わない合意（希薄な合意）を助長し契約の
拘束力の正当性を失わせるものであり、かつ、事業
者に契約条項の解釈につき過大な裁量を与えて消費
者の法的地位を不利に陥れるものであるから、当該
契約条項によって消費者にもたらされている不利益
（不透明性と内容不当性）は、事業者が情報格差・
交渉力格差に由来する希薄な合意につけ込んだ結果
と評価でき、より透明性の高い他の条項形式を選択
することも事業者にとって可能であったことも考慮
すると、消契法10条後段要件の信義則に反すると
認められる。
52）	武田前掲註1の355頁は、救済条項的付記についての透明性につき、「代替規律の明示と第１次な条項内容の明示という、2つの問
題が含まれている」と指摘する。
53）	鹿野前掲註13の 113頁は「契約自由の理念及び信義誠実の原則からは、契約締結前における約款提示義務、約款条項を明確かつ理
解容易な形で記載・表現する義務を導くことができるであろう」とする。
54）	努力義務規定には、任意規定と異なりデフォルトの場合に法律関係を形成する効力はないが、公正かつ合理的な権利・義務やリスク
配分の在り方のモデルが立法者によって提案されているものとみることはでき（指導形象機能）、その違反に対しては否定的評価が
なされるべきである。
55）	消費者庁消費者制度課「逐条解説・消費者契約法〔第4版〕」119頁。
56）	ユルゲン・プレルス「約款のわかりやすさ―ドイツ法における不明確準則と透明性原則」明治学院大学法学研究91号250頁。
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⑶　小括
サルベージ条項のうち法律限度免責条項部分は、
消契法10条に反し、無効となりうる。すなわち、
①消契法10条前段要件については、「任意法規その
他の一般的な法理」である透明性の原則に抵触して
いるためこれを充足し、②消契法10条後段要件に
ついては、条項の不透明性は、契約の拘束力の正当
性を失わせ、かつ、事業者に条項解釈についての不
当な裁量を付与するものであるから、当該契約条項
の内容が消費者に不利益なものであるときは、その
不利益の作出について透明性の原則違反が寄与して
いる点も考慮して信義則違反を認めうる。
5　サルベージ条項と消契法10条による無効範囲
サルベージ部分に違法性があるのみならず、法律
限度免責条項部分にも透明性の原則の違反がある点
で、サルベージ条項は、二次的に適用されるべき条
項を事業者が確定して明示している「代替条項」の
場合よりも、違法性が高いと言え、サルベージ条項
を利用した事業者に対する制裁とサルベージ条項の
流布を防止する一般予防の観点から、条項形式の点
からは違法性がない全部免責条項部分についても、
分離した上での存続を認めず、サルベージ条項全体
が一体的に無効になるという考え方もありうるとこ
ろである。
しかし、全部免責条項部分は、事業者が第一次的
に適用を求めた契約条項であり、私的自治・自己
決定権尊重の趣旨から条項形式という形式的な点で
無効とすることはできる限り回避されるべきである
と考えられる。また、代替条項については、先行適
用のある条項の単独存続を認めるが、サルベージ条
項については、これを認めないというように法効果
を異にすることになれば、代替条項とサルベージ条
項を厳格に区別する必要が生じるが、そのような区
別は実務的には容易ではないと考えられる。
したがって、全部免責条項部分は、他と切り離し
て存続が認められるべきである。57）
6　小括
⑴　─代替条項と同様の条文構造を有することによる
無効
サルベージ条項のうち、無効停止条件部分が、複
数の契約条項の設定と当該複数の契約条項の逐次的
全部適用により、事業者に複数回にわたって自己に
一方的に有利な法律関係の形成をする機会を付与し
ていることは、「自己決定の自己責任」原則を逸脱
している。また、無効回避部分が、無効欠缺部分の
補充につき、「法が定める代替規律秩序である任意
法規又は補充的契約解釈」に優先して、事業者自身
が定める二次的な代替的規律の適用を求めているこ
とは、この場合における「任意法規又は補充的契約
解釈」が不当条項規制による消費者保護を目的とす
る正義の基準であるという意味で強行法規性を有し
ていることと矛盾している。
したがって、サルベージ条項のうちサルベージ部
分に対しては、消契法10条の適用があり、これに
よって、サルベージ部分は無効となると考えられる。
また、サルベージ部分の無効に伴い、民法133条1
項が類推適用されて、法律限度免責条項部分も無効
となると考えるべきである。
⑵　─法律限度免責条項部分に対する消契法10条の
適用
サルベージ条項のうち、法律限度免責条項部分は、
サルベージ部分の無効に連動して無効になるという
理由のほか、それ自体が透明性の原則に抵触してい
るという理由で、消契法10条の適用を受けて無効
となる。
57）	武田前掲註1の351頁も、「筆者は、救済的付記がなかったとすれば有効な条項を、付記が存在することだけを理由に無効とするこ
とは、行き過ぎではないか、と考える。」としている。
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⑶　結論
「全部免責条項（A条項）を適用する。全部免責
条項（A条項）が無効な場合には、事業者の責任
を法律上許容される限度で免除するような条項（B
条項）を適用する。」とのサルベージ条項は、消契
法10条の適用の結果、「全部免責条項（A条項）を
適用する。」と書き換えられ、その余の部分は無効
となり、全部免責条項（A条項）のみが存続する。
そして、存続した全部免責条項（A条項）につい
ては、通常どおり、消契法8条以下の条文による不
当条項規制がなされ、もし当該全部免責条項（A
条項）が無効と判断される場合には、その無効部分
の欠缺は、「任意法規又は補充的契約解釈」によっ
て補充されることになる。
8	サルベージ条項についての立法の動き
1　平成29年消費者契約法専門調査会報告書
サルベージ条項を不当条項の一類型として消契法
に追加するべきかに関しては、消費者委員会消費者
契約法専門調査会で議論されてきた。
しかし、同専門調査会報告書（平成29年8月）は、
コンセンサスを得られなかったとし、今後の課題と
して、必要に応じ検討を行うべきであるとの結論を
出した 58）。
2　衆参両院の附帯決議
平成30年の消契法改正にあたり、衆議院59）及び
参議院60）は、政府に対し、サルベージ条項等の不当
条項の類型の追加につき引き続き検討を行うこと等
の措置を求める附帯決議をした。
3　逐条解説消費者契約法の記載
平成29年消費者契約法専門調査会報告書を受け
て、逐条解説・消費者契約法61）には、以下のよう
な記載がなされるに至った。
「サルベージ条項とは、ある条項が強行法規に反
し全部無効となる場合に、その条項の効力を強行法
規によって無効とされない範囲に限定する趣旨の条
項をいう。例えば、本来であれば無効となるべき条
項に『法律で許容される範囲において』という文言
を加えたものがこれに当たる。サルベージ条項が使
用された場合、有効とされる条項の範囲が明示され
ていないため、消費者が不利益を受けるおそれがあ
るという問題がある。事業者は、消費者にとって『消
費者契約の内容が、その解釈について疑義が生じな
い明確なもので、かつ、消費者にとって平易な』条
項を作成するよう配慮する努力義務を負っているこ
とから（法第3条第1項第1号）、サルベージ条項を
使用せずに具体的に条項を作成するよう努めるべき
である。例えば、消費者契約においてサルベージ条
58）	消費者委員会消費者契約法専門調査会報告書（平成29年8月）・12頁は、「ある条項が強行法規に反し全部無効となる場合に、その
条項の効力を強行法規によって無効とされない範囲に限定する趣旨の条項をサルベージ条項という。サルベージ条項が使用された場
合、有効とされる条項の範囲が明示されていないため、消費者が不利益を受けるおそれがあるという問題がある。この問題点を踏ま
え、サルベージ条項を無効とされる不当条項の類型として追加すべきであるという意見があったが、法改正や判例変更に逐一対応す
ることは事業者に不可能を強いるものであることなどサルベージ条項を使用する必要性があることについての指摘もあり、コンセン
サスを得るには至らなかった。そこで、サルベージ条項を現時点で不当条項として規律するのではなく、サルベージ条項の使用状況
や裁判例の状況等を踏まえた上で、今後の課題として、必要に応じ検討を行うべきである。もっとも、事業者は消費者にとって『明
確かつ平易な』条項を作成するよう配慮する努力義務を負っていることから、サルベージ条項を使用せずに具体的に条項を作成する
よう努めるべきであり、その旨を法第3条第1項の逐条解説に記載するなどにより、より適正な条項作成が行われるよう促すことが
相当と考えられる。」と記載している。
59）	衆議院消費者問題に関する特別委員会「消費者契約法の一部を改正する法律案に対する附帯決議」（平成30年5月23日）第5項は、
「…サルベージ条項等の不当条項の類型の追加など消費者委員会消費者契約法専門調査会報告書において今後の検討課題とされた事
項につき、引き続き検討を行うこと。」としている。
60）	参議院消費者問題に関する特別委員会「消費者契約法の一部を改正する法律案に対する附帯決議」（平成30年6月6日）第7項は「消
費者委員会消費者契約法専門調査会報告書において今後の検討課題とされた諸問題である、…サルベージ条項等の不当条項の類型の
追加…などにつき、引き続き検討を行い、本法施行後3年を目途として必要な措置を講ずること。」としている。
61）	消費者庁消費者制度課「逐条解説・消費者契約法〔第4版〕」119頁。
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項を用いた例としては、『賠償額は、法律で許容さ
れる範囲内において、10万円を限度とします』と
いう条項があるが、法は事業者の故意又は重過失に
よる損害賠償の一部を免除する条項を無効としてい
ることから（法第8条第1項第2号、第4号）、『賠
償額は 10万円を限度とします。ただし、事業者の
故意又は重過失による場合を除きます』と具体的に
書き分けるように努めるべきである。」
4　消費者庁消費者契約に関する検討会
消費者庁「消費者契約に関する検討会」において
は、サルベージ条項は、消契法8条から 10条まで
の適用により無効になるべき契約条項について、「法
律上許容される範囲において」という文言を付記す
ることで、無効から救済されて直ちには無効とは言
えなくなるという不明確性と消費者に対する萎縮効
果を伴っており、消契法による不当条項規制を無意
味にしてしまう脱法的な条項であるとの認識のもと
に、改めてこれを消契法においてとりあげて無効と
する定めを置く方向で議論が進んでいる 62）。
5　立法提案
サルベージ条項については、いわゆるブラック・
リストに分類される不当条項の類型の一つとして消
契法に明文で規定されることが望ましい。立法にあ
たっては、本稿における検討結果が参照されるべき
である。
サルベージ条項は、代替条項と同じ条文構造を有
し、そのサルベージ部分の無効停止条件部分と無効
回避部分に条項形式として問題がある上に、その法
律限度免責条項部分に透明性の原則に抵触する問題
がある。
これを前提とすると、立法されるべきサルベージ
条項の規制をする条文としては、「法律上許容され
る限りにおいて全部免責とする。」といった条項は、
「全部免責条項を適用する。全部免責条項が無効な
場合には、責任を法律上許容される限りにおいて免
除するような条項を適用する。」と読み替え得るこ
とを前提として、たとえば、「一次的に適用のある
条項が消費者契約法その他の法令の規定により無効
となった場合に、二次的に適用されることを予定さ
れた消費者契約の条項であって、その内容が消費者
契約法第3条第1項第1号の配慮を欠いているもの
は、無効とする。」というようなものが考えられる。
また、サルベージ条項の立法的規制を行うと同時
に、「A条項が無効な場合には B条項を適用する。」
という代替条項についても、不当条項として規制す
る条文を設けることが望ましい。代替条項とサル
ベージ条項は同一の構造を有しており、両者の区別
は必ずしも明確ではないと考えられ、サルベージ条
項が立法的に無効とされると、これに伴い代替条項
が多用されることになることが予想されるからであ
る。
代替条項も含む広義のサルベージ条項の規制立法
案としては、たとえば、「一次的に適用のある条項
が消費者契約法その他の法令の規定により無効と
なった場合に、二次的に適用されることを予定され
た消費者契約の条項であって、その内容が、法令中
の公の秩序に関しない規定の適用による場合に比し
て消費者の権利を制限し又は消費者の義務を加重す
るもの、又は、消費者契約法第3条第1項第1号の
配慮を欠いているものは、無効とする。」というよ
うなものが考えられる。
9	終わりに
本稿では、サルベージ条項の条文構造を分析して、
契約法理に照らした法的評価を行い、消契法10条
の適用によって、その無効を導くことができること
を論じた。
62）	事務局案として、①「消費者契約法その他の法令の規定により無効とすべき消費者契約の条項について、無効となる範囲を限定する
条項」を消契法10条の第1要件の例示として追加する、あるいは、②「消費者契約法その他の法令の規定により無効とすべき消費
者契約の条項について、無効となる範囲を限定する条項は無効とする」という趣旨の条項を新設するとの提案が示されている。
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ただ、サルベージ条項の無効は、契約条項の形式
の不当性を問題とする点で、契約条項の内容の不当
性を問題とする通常の消契法10条の適用とは異な
るところがある。
したがって、サルベージ条項は不当条項の一種と
して無効であることを明示する消契法の改正がなさ
れるべきであり、このような立法によって無用の紛
争を避けることができ、また、サルベージ条項を利
用しない契約条項の作成が促されることになると考
えられる。
